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備
投
資
の
先
行
き
を
み
る
上

で
有
用
な
指
標
に
設
備
稼
働

率
が
あ
る
。
設
備
稼
働
率
と

は
、
生
産
能
力
に
対
す
る
生
産
数
量
の

割
合
で
あ
る
。
製
品
へ
の
需
要
が
大
き

く
稼
働
率
が
高
ま
る
と
、
企
業
は
生
産

能
力
を
増
強
す
る
た
め
設
備
投
資
を
行

お
う
と
す
る
。
逆
に
稼
働
率
が
低
け
れ

ば
、
既
存
事
業
の
資
本
収
益
率
が
低
く

な
る
た
め
、
投
資
は
難
し
く
な
る
。

　
２
０
１
５
年
10
月
に
お
け
る
製
造
業

の
設
備
稼
働
率
は
75
・
７
％
で
あ
っ
た
。

稼
働
率
と
生
産
能
力
の
過
去
の
関
係
を

見
る
と
、
稼
働
率
が
85
％
を
安
定
的
に

上
回
れ
ば
、
企
業
は
生
産
能
力
の
増
強

に
踏
み
切
る
傾
向
が
あ
る
。
す
な
わ
ち

85
％
が
能
力
増
強
投
資
の
分
水
嶺
で
あ

り
、
現
在
は
そ
の
水
準
を
大
幅
に
下
回

る
。
こ
れ
は
、
過
去
最
高
水
準
の
企
業

収
益
と
過
去
最
低
水
準
の
借
入
金
利
で

あ
っ
て
も
、
企
業
が
積
極
的
に
国
内
投

資
を
増
や
さ
な
い
理
由
の
一
つ
で
あ
る
。

　
た
だ
し
意
外
な
こ
と
に
、
稼
働
率
が

低
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
企
業
は
設
備

が
過
剰
だ
と
は
あ
ま
り
感
じ
て
い
な
い
。

日
銀
短
観
に
お
け
る
製
造
業
の
生
産
・

営
業
用
設
備
判
断
Ｄ
Ｉ
（
以
下
、
Ｄ

Ｉ
）
は
15
年
12
月
で
＋
３
に
と
ど
ま
り
、

低
水
準
で
あ
る
（
Ｄ
Ｉ
は
プ
ラ
ス
幅
が

大
き
い
ほ
ど
過
剰
感
が
強
い
こ
と
を
表

す
）。
稼
働
率
と
Ｄ
Ｉ
は
通
常
同
じ
方

向
に
動
く
が
、
14
年
に
入
り
、
両
者
は

乖
離
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
稼
働
率
は

14
年
初
め
か
ら
足
元
に
か
け
て
約
５
％

㌽
悪
化
し
た
の
に
対
し
、
Ｄ
Ｉ
は
２
％

㌽
改
善
し
た
。
こ
れ
は
一
体
何
を
意
味

す
る
の
か
。

　
筆
者
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
生
産
体
制

の
国
内
シ
フ
ト
の
表
れ
と
み
て
い
る
。

交
易
条
件
の
改
善
や
法
人
税
減
税
な
ど

に
よ
り
、
海
外
に
比
べ
た
国
内
生
産
設

備
の
優
位
性
・
収
益
性
は
こ
の
数
年
で

急
速
に
回
復
し
た
。
企
業
の
海
外
進
出

の
流
れ
は
弱
ま
っ
て
お
り
、
例
え
ば
日

本
政
策
投
資
銀
行
の
調
査
結
果
に
よ
る

と
、
13
年
度
に
前
年
度
比
14
％
増
で
あ

っ
た
大
企
業
製
造
業
の
海
外
投
資
は
、

14
年
度
は
同
１
％
減
と
な
っ
た
。
企
業

が
将
来
の
外
需
の
増
加
を
余
剰
能
力
の

あ
る
国
内
生
産
設
備
で
対
応
し
よ
う
と

考
え
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、
海
外
生
産

の
必
要
性
は
小
さ
く
な
り
、
国
内
生
産

設
備
の
過
剰
感
は
低
下
す
る
。

　
こ
う
し
た
見
方
に
従
え
ば
、
国
内
生

産
や
輸
出
は
以
前
よ
り
も
外
需
に
反
応

し
て
増
加
し
や
す
い
は
ず
だ
。
こ
れ
は

設
備
投
資
の
先
行
き
を
見
通
す
上
で
明

る
い
材
料
で
あ
る
。
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設備稼働率は低いのに
過剰感は低下の〝謎〞
背景に生産の国内回帰
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稼働率指数（季節調整値）に基準年の実稼働率（76.7％）を乗じた
もの。経済産業省「鉱工業指数」

2015年10月における製造業の設備稼働率

75.7%
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